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　このためには、２町村が合併し地方分権の担い手として、行政サービスの向上

に努めるとともに効率的な行財政運営と行政能力の強化を図り、自治能力の高い

新町を築いていかなければなりません。

　また、単独の町村では効果的な展開が難しかった、東北新幹線七戸十和田駅の

開業や上北自動車道及び下北半島縦貫道路等の整備による都市計画や地域開発も

合併によって可能となり、都市機能の充実や地域産業の集積化など、地域の活性

化に大きなインパクトを与えることができます。
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２　計画策定の方針

（1）　計画の趣旨

（2）　計画の構成

（3）　計画の期間

（4）　計画の留意点
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第 2章
新町の
概　況

　新町は、青森県の東部に位置し、東は上北町、西は青森

市に、南は十和田市、北は東北町にそれぞれ接する内陸部

の町となっています。

　新町には、国道４号が南北に縦断、394号が4号と交差し

て東西に横断しており、また、みちのく有料道路で青森市

と結ばれているほか、主要地方道や県道が放射線状に近隣

町村に延び、広域交通条件に恵まれた地域といえます。

　更に、新町のほぼ中央に東北新幹線七戸十和田駅の開業

や上北自動車道及び下北半島縦貫道路等が整備されるなど

交通の要衝地域となり、地理的条件から一体的な県土整備

の要となることができます。

　地勢を概観しますと、西側一体は広大な国有林野で、標

高1,000ｍを超える八甲田山系が連なり、山麓から東に伸び

る丘陵は高低差が少なく、広大な水田地帯を形成していま

す。

（１）　位置と地勢

（２）　気　候
　新町の気象は、一年を通じて変化が激しく、なかでも6月、7月には霧雨を伴っ

たヤマセ（北東風）のため気温の低い状態が続き、夏は短く、11月から4月にかけ

ては北西の強い季節風が吹き、曇天、降雪の日が多くなっています。

　気温は、平成23年の平均で約10.5℃、最低気温は−13.5℃、最高気温は35.5℃を

記録しています。降水量は約1,200㎜／年前後で夏季から秋季にかけて多く、春季

は比較的少ない状況となっています。

　初雪は平年では11月上旬から中旬に見られ、積雪量は地域によってかなりのば

らつきがあり、平坦部では40㎝から１.5ｍ、地域によっては最深積雪が2ｍを越え

る内陸型の豪雪地帯といえます。

（３）　面　積
　新町は、東西約31㎞、南北約26㎞のやや長方形状で、広さは337.23㎢の面積を

有します。

　土地の利用区分を見ると、総面積の約65％が山林（219.07㎢）で占められてい

るほか、農用地が78.65㎢、宅地が5.37㎢となっている自然環境が豊かな地域とな

っています。

七戸十和田駅

上北自動車道
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（４）　人口と世帯

（５）　産業

区　　分 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年

総 人 口 22,707人 22,342人 21,237人 20,209人 19,357人

総世帯数 5,760世帯 5,850世帯 5,730世帯 5,781世帯

1世帯当り人員 3.94人 3.82人 3.70人 3.50人

5,938世帯

3.26人

平成17年

18,471人

5,823世帯

3.20人

平成22年

16,759人

5,713世帯

2.90人
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飼養戸数 2 2 0 6 3
飼養頭数 28 18 16 180 150
飼養戸数 21 15 11 106 90
飼養頭数 470 581 583 9,180 8,965
飼養戸数 7 3 1 8
飼養頭数 805 600 574 2,277
飼養戸数 3 － － －
飼養羽数 10 － － －
飼養戸数 － － －
飼養羽数 － － －
飼養戸数 － － 5
飼養頭数 － － 40

単位（平成2年,7年,12年） 単位（平成17年,22年）
飼養戸数：10戸 飼養戸数：戸
飼養頭数：10頭 飼養頭数：頭
飼養羽数：100羽 飼養羽数：千羽

（資料:青森農林水産統計年報、家畜改良関係頭羽数等調査）

乳用牛

肉用牛

豚

採卵鶏

ブロイラー

馬

平成17年 平成22年区      分 平成2年 平成7年 平成12年

単位：㏊      単位：㏊,t

平成2年 平成７年 平成１２年 平成１７年

作付面積 作付面積 作付面積 作付面積 作付面積 収穫量

水    稲 3,057 2,967 2,240 2,080 水  稲 2,040 11,200

麦    類 36 24 22 2 小  麦 － －

かんしょ 66 － － 0 大  豆 102 61

雑    穀 24 11 15 62 そ  ば 61 33

豆    類 270 168 195 164 なたね － －

果    樹 54 41 22 19 （資料:農作物統計）

野    菜 917 786 620 554

工芸農作物 24 29 31 29

桑 2 0 － －

飼肥料作物 2,461 2,103 2,840 2,750

そ  の  他 107 47 84 107

作付延べ面積 7,030 6,190 6,070 5,760

耕地利用率(%) 95.5 84.8 81.7 78.9

（資料：農作物統計）

区分

※平成２２年は、調査区
分が変更となっている。

※かんしょについて、平
成２年はいも類の数値を
掲載している。

区  分
平成２２年

□　耕地面積

区　　分   平成2年 平成7年 平成12年 平成22年

耕

地

面

積

田

畑

樹園地

4,910ha 4,699ha 4,557ha 5,490ha

3,783ha 3,554ha 3,557ha 3,206ha

1,096ha 1,121ha 1,049ha 2,269ha

31ha 24ha 14ha 15ha

（資料： 耕地及び作付面積統計）

平成17年

4,476ha

3,203ha

1,272ha

1ha

□　農作物作付(栽培)延べ面積及び耕地利用率

□　主要家畜飼養戸数・頭羽数
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　新町の人口は18,471人（平成17年国勢調査）となり、平成22年は16,759人と

1,712人(△9.3%)減少しています。また、平成32年には14,012人と人口減少社会が

さらに進むと推計されています。

 このような現状を踏まえた上で、東北新幹線七戸十和田駅の開業や上北自動車道

及び下北半島縦貫道路等の整備に伴う新たな市街地整備と住宅環境の整備に加え

、新町が位置する地理的条件を考慮した人口減少対策が重要課題となっています

。

第3章
主要指標
の見通し
1　人口

（１）　総人口

　年齢別人口については、少子・高齢化社会の進展を受け、現在の状況からは人

口増を予測することは困難な状況にあります。特に、生産年齢人口（15〜64歳）

の減少傾向は、結果として市町村民税の減収や地域の消費量の減少を招き、長期

的には地域産業の活力の低下を助長することとなります。

　しかし、高速交通体系の圏域に組み込まれることによって、新町は総合的な社

会基盤の整備が促され、企業誘致やＵ・Ｉ・Ｊターン施策を積極的に推進するこ

とによって、長期的には若者超過流出の構造が改善され、定住化に伴う人口の社

会増を期待することができます。

 老年人口（65歳以上）については、全国的な傾向と同様に増加することが予測さ

れており、平成32年には5,809人と人口の4割を占めるものと推計されます。

　※Ｕ・Ｉ・Ｊターン

　大都市で暮らす地方出身者が出身地に戻ることを「Ｕターン」、大都市居住者が地方に戻るこ　

　とを「Ｉターン」、田舎から大都市に出てきた人が中小都市に移住することを「Ｊターン」と　

　いいます。最近はさまざまな理由から地方都市に移り住むことを希望する人が増えています。

（２）　年齢別人口

□　推計人口

区　　分
平成17年

構成比

　0〜14歳 　2,317   12.5 　1,949 　 11.6   1,545 　10.1 　 1,315 　 9.4 　1,090 　 8.6 

15〜64歳

65歳以上

合　　計 

 11,261   61.0   9,657    57.6   8,214   53.6    6,888   49.2   5,952   46.9

4,893   26.5   5,153    30.8   5,565   36.3    5,809   41.4   5,651   44.5

18,471  100.0  16,759   100.0  15,324  100.0   14,012  100.0  12,693  100.0

平成22年

構成比

平成27年

構成比

平成32年

構成比

平成37年

構成比

年
齢
別
人
口

（資料：H17,H22国勢調査、H27,H32,H37国立社会保障・人口問題研究所）

※
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　就業人口については、新町の基幹産業である第1次産業への従事者が減少し、第

2次・3次産業の就業人口が増加してきています。第1次産業の就業人口の減少は農

業従事者の高齢化と後継者の農業離れが原因と考えられ、逆に第2次・3次産業の

就業人口が増えているのは、若年就業者が第1次産業から移行しているものと考え

られます。

　また、失業率は7.4％（平成22年国勢調査）となっており、国の5.1％、県の6.3

％と比較し高い傾向にあります。

　地域の活性化を図るためには、産業を育成し、雇用創造を図ることが重要であ

り、魅力ある農林畜産業の基盤整備と経営改善を促進し、加えて、高速交通体系

に組み込まれる地域特性を活かした新たな産業の創出と積極的な企業誘致により

、就業者人口の増加に努める必要があります。

（３）　就業人口

（４）　交流人口
　余暇志向の高まり、スポーツ・レクリエーションに対するニーズの多様化、行

動範囲の広域化などにより、地域の各種行事や多彩なイベントに訪れる交流人口

が増加する傾向にあります。

　今後、新町の活性化を考えるうえで、この交流人口の増加を更に伸ばしていく

ことが必要となります。近年、交流人口の意味するものは単に、訪れる人の数だ

けで判断されるものではなく、地域の人々への刺激、あるいは楽しみを生み出す

という、交流の質が注目されはじめています。

　東北新幹線七戸十和田駅の開業や上北自動車道及び下北半島縦貫道路等の整備

により、都市圏域との時間的距離が短縮され交流人口の増加が期待できますが、

今後、交流の質の向上をもたらすような受け入れ体制の確立が求められます。

　世帯数については核家族化の進展に伴い、平成12年の国勢調査では5,938世帯で

、平成7年の国勢調査の5,781世帯よりも157世帯増加していたが、平成22年の国勢

調査では5,713世帯と225世帯減少した。この背景として人口減少が影響しており

今後もこうした減少傾向が続いていくことは十分に予想されます。

２　世帯

□　人口・世帯数の推移（再掲）

区　　分 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年

総 人 口 22,707人 22,342人 21,237人 20,209人 19,357人

総世帯数 5,760世帯 5,850世帯 5,730世帯 5,781世帯

1世帯当り人員 3.94人 3.82人 3.70人 3.50人

5,938世帯

3.26人

平成17年

18,471人

5,823世帯

3.20人

平成22年

16,759人

5,713世帯

2.90人





８.文化施設・スポーツ施設などの公共施設、都
   市施設が点在・偏在しており、個性化や有効
   利用が必ずしも充分ではない。

東北新幹線七戸十和田駅の開業や上北自動
車道及び下北半島縦貫道路等の整備に伴う、

地域間及び他市町村とのアクセス道路の整
備が求められる。
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２　将来像を実現するための3つの基本方針

（1）広域連携型のまちづくり

（2）地域経済自立型のまちづくり

（3）住民参加型のまちづくり
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　新町のまちづくりにあたって基本方針とした『広域連携型まちづくり』『地域

経済自立型まちづくり』『住民参加型まちづくり』を実現するため、7つの重点施

策を定めます。

（１）　快適で彩りあふれるまちづくり　（都市基盤の整備）
①利便性に富む地域間アクセスと交通手段の整備計画

②上北自動車道及び下北半島縦貫道路の整備に伴う、アクセス　道路の整備計画

③東北新幹線七戸十和田駅及び上北自動車道を考慮した新市街地及び他市町村と

　のアクセス道路の整備計画

３　基本方針に基づく、まちづくりの重点施策

（２）　活力あふれる産業のまちづくり　（産業の振興）
①主要農林畜産物のマーケティング計画

②畜産業と農業との連携による循環型農業の構築

③魅力あふれ求心力を持つ商業ゾーンの構築

④「食資源、自然的資源、歴史・文化的資源」を活用した新たな観光資源の創出

（３）　心豊かに安心して暮らせるまちづくり　（健康・福祉の充実）
①地域医療拠点としての七戸病院の機能の充実

②不公平感が感じられない福祉行政の充実

③住民参加による福祉活動の機会創出

（４）　自然と調和のとれた快適なまちづくり　（生活環境の整備）
①良好な住宅環境の整備計画

②自然的景観、歴史・文化的景観の保全・創出

（５）　豊かな心と文化を育むまちづくり　（教育・文化の充実）
①画一化されない地域らしい教育・文化の振興

②地域の歴史・文化の継承及び検証の機会創出

（６）　一体感あふれ魅力あるまちづくり　（連携・交流の促進）
①国際交流の充実と、他地域、他分野との交流促進

（７）　町民が参加する活力あふれるまちづくり　（住民参加と行財政改革の推進）
①新町民に不便を感じさせない行政サービスの提供

②住民参加の機会拡大

③事務管理の近代化・合理化による行財政改革の推進
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基本目標 基本方針 重点施策 施策の方針

広域連携型
のまちづくり

基盤整備

地域経済自立型
のまちづくり

産業振興

住 民 参 加 型
のまちづくり

健康・福祉、
　教育・文化の充実

1.快適で彩りあふれる
　まちづくり　
　
都市基盤の整備

2.活力あふれる産業の
　まちづくり　
　

産業の振興

3.心豊かに安心して暮
　らせるまちづくり
　
健康・福祉の充実

4.自然と調和のとれた
　快適なまちづくり　

生活環境の整備

5.豊かな心と文化を
　育むまちづくり　

教育・文化の充実

6.一体感あふれ魅力
　あるまちづくり

連携・交流の促進

7.町民が参加する活力
　あふれるまちづくり

住民参加と行財政改革
の推進

（１）道路網の整備
（２）自然環境の保全と活用
（３）水資源の確保及び水道施設の整備
（4）生活排水処理施設の整備

（１）農林畜産業の振興
（２）商工業の振興
（３）観光・レクリエーションの振興

（１）保健・医療の充実
（２）地域福祉の充実
（３）対象者別福祉の充実
（４）コミュニティづくりの推進

（１）住宅の整備
（２）河川の整備
（３）公共交通機関の整備
（４）環境衛生の充実
（５）景観形成の推進
（６）防災・交通安全・防犯等の推進
（7）情報・通信の整備

（１）学校教育の充実
（２）生涯学習の充実
（３）生涯スポーツの振興
（４）青少年の健全育成
（５）芸術・文化の振興

（１）新町内の連携・交流の促進
（２）国内の連携・交流の促進
（３）国際交流と相互理解の推進

（１）住民参加型のまちづくり
（２）行財政改革の推進

個
別
事
業
（
長
期
計
画
の
個
別
事
業
）

潤
い
と
彩
り
あ
ふ
れ
る
田
園
文
化
都
市
を
め
ざ
し
て
　
　
　
　
　
　
　

　

」

「

　2町村の速やかな一体化の促進に努めるとともに、　　　

　

また、地域住民の連帯意識の強化や自主的なまちづくり活動を支援していくため、合併特

例債を活用した（仮称）「合併振興基金」の積み立てを行い、地域の一体感の醸成と新町の

一体的な行政サービスの展開に努めます。
第5章
新町の施策

「潤いと彩りあふれる田園文化都市をめざして」を実現するため、新町建設に向けた
　3つの基本方針を受け、7つの重点施策を定めました。

　　さらに、まちづくりの総合的かつ計画的な整備促進と活性化に資す

　る28の施策の積極的な展開を図ります。

　



　新しい町がひとつに強く結びつき、地域の活力を維持していくためには、総合

的な道路ネットワークの整備と日常的な生活空間が便利になるような道路環境づ

くりが求められます。

　このため、幹線道路網の整備促進や公共施設へのアクセス機能の強化と人に優

しい生活道路の改良促進を図ります。また、豊かな自然環境との調和を保持しな

がら、暮らしを育てる都市基盤を総合的・計画的に整備して、快適で潤いと彩り

あふれるまちづくりを目指します。

　新町の経済活性化を推進し、安全で快適な生活を確保するため、広域的なアク

セスの向上をはじめ、将来的な発展動向を展望した道路網の計画的な整備を進め

ます。

　基幹道路となっている国道４号、394号のバイパス等の改良工事の促進や、地域

間を連絡する主要地方道、一般県道の整備促進をはじめ、東北新幹線七戸十和田

駅や上北自動車道及び下北半島縦貫道路等へのアクセスを充分考慮した道路交通

体系の確立を国や県に働きかけていきます。

　また、住民生活の利便性の向上や産業活動の円滑化を図るため、町道等につい

ては、交通量、公共施設の配置、防災機能、交通安全対策などを考慮し、計画的

な整備の推進に努めます。

□上北自動車道及び下北半島縦貫道路の整備促進の要請

□国・県道の整備促進の要請（国道4号・394号及び

　主要地方道・一般県道整備促進）

□町道の整備促進（地域間・公共施設間のアクセス道路の整備）

□町内循環道路及び生活道路の整備促進

□東北新幹線七戸十和田駅・（仮称）天間林（1）インタ

　ーチェンジ及び（仮称）天間林（2）インターチェンジ

　へのアクセス道路の整備促進

□東北新幹線七戸十和田駅周辺の整備促進

□橋梁の整備

□除雪体制の充実
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農林畜産業の
振興

施　策　名 主要事業の概要
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（2）　商工業の振興
　商業については、魅力ある商業空間の形成を図るため、個性と伝統を活かした

既存商店街の振興と地域ごとに都市的機能の充実を図りながら、商業機能の集積

を図ります。

　また、東北新幹線七戸十和田駅の開業や上北自動車道及び下北半島縦貫道路等

の整備を視野に入れた新たな商業ゾーンの形成については、既存商店街との調和

を図りながら、新たな商業振興施策の展開を促進します。

　工業の振興については、東北新幹線七戸十和田駅の開業や上北自動車道及び下

北半島縦貫道路等の整備によって、新町は地理的条件からも一体的な県土整備の

要となり、環境・エネルギー産業創造特区計画 や新むつ小川原開発基本計画 、

県南・下北地域基本計画 の集積区域に指定され、地域環境融合型新産業の創造拠

点としての可能性も高く、環境・エネルギー関連産業や食品関連産業等の企業誘

致の積極的な推進に努めます。

※1 環境・エネルギー創造特区

　地域のポテンシャルを最大限に活かし、環境・エネルギー分野における幅広い実証やノウハウの

蓄積を図り、新たなビジネスや新産業の創出を促進することにより、地域の経済活性化や雇用の創

出を図る。

・地域範囲：八戸市、十和田市、三沢市、むつ市、平内町、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、

東北町、六ヶ所村、おいらせ町、東通村

※2 新むつ小川原開発基本計画

　むつ小川原開発地区において、環境、エネルギー及び科学技術分野における研究開発機能の展開

と成長産業等の立地展開を図るとともに、森と湖に囲まれた、アメニティあふれる新たな生活環境

を整備し、多様な機能を併せ持つ、世界に貢献する新たな「科学技術創造圏」の形成を進め、むつ

小川原地域の振興を図る。

・地域範囲：十和田市、三沢市、むつ市、平内町、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、

六ヶ所村、おいらせ町、東通村

※3 県南・下北地域基本計画

　企業立地促進法に基づき、ゼロエミッションシステム、新エネルギー実証研究等の研究成果活用

により、環境リサイクル・エネルギー技術開発の拠点形成を推進するとともに、エレクトロニクス

等先端技術産業の一層の集積を図る。

・地域範囲：八戸市、十和田市、三沢市、むつ市、平内町、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、

東北町、六ヶ所村、おいらせ町、東通村、三戸町、五戸町、南部町、階上町

※1 ※2

※2
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□良好な公営住宅の整備促進

□良好な宅地供給の推進

□シルバーハウジング

　（高齢者世話付き住宅）建設計画の策定

□ユニバーサルデザインによる良好な居住環境の

　整備

住宅の整備

施　策　名 主要事業の概要

（１）　住宅の整備
　良好な居住環境は、住民が快適で潤いのある暮らしを営むうえでの基本的な条

件であり、若者等の定住化を促進する重要な要件となります。

　特に、東北新幹線七戸十和田駅の開業や上北自動車道及び下北半島縦貫道路等

の整備によって、新町は地理的条件から県土整備の要となることが充分予想され

るため、地理的特性を活かした良好な宅地の供給と住宅建設を推進し、若年層や

ファミリー層の定住化の促進に努めます。

　また、ユニバーサルデザインで高齢者や障害者等が、安心して快適に生活でき

る居住環境の整備に努めます。

４　自然と調和のとれた快適なまちづくり　（生活環境の整備）

【基本方向】
　東北新幹線七戸十和田駅の開業や上北自動車道及び下北半島縦貫道路等の整備

、それに伴うアクセス道路が整備されることにより、近い将来、地域の生活環境

が大きく変化することが予想されます。

　地域の歴史・文化的景観や豊かで美しい自然的景観は、新町の大きな特色・魅

力となっています。この優れた自然的景観を保全・創出し、交流体験やレクリエ

ーション活動の場として整備・活用し、地域の活性化につなげていきます。

　また、良好な宅地の供給と住宅建設の促進に努めるとともに、生活の安全を確

保するために、災害や犯罪などの緊急事態への体制の充実を図り、自然と調和の

とれた快適なまちづくりを目指します。

【施策の方針】
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（２）　河川の整備

河川の整備

施　策　名 主要事業の概要
【事業の概要】

（３）　公共交通機関の整備
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（２）　行財政改革の推進

行財政改革の推進

施　策　名 主要事業の概要
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第 6章
公共施設の
適正管理

（1）入札制度改革

（2）ライフサイクルコスト

（3）民間委託（公設民営・民営設）
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第 8章
財政計画

１　前提条件

（１）地方税

（２）地方交付税

（３）分担金・負担金

【　歳　入　】

（４）国・県支出金

（５）繰入金
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（１）人件費
　人件費については、合併後における退職者の補充を一定期間抑制することによ

る一般職員人件費を削減して推計しています。

【　歳　出　】

（６）地方債
　地方債については、「新町建設計画」に位置づける事業に伴う合併特例債(建設

事業分・基金造成分)、新町で実施される事業に充てる過疎対策事業債、さらに通

常地方債等を見込んで推計しています。

（２）公債費
　公債費については、平成２５年度までの借入分に係る元利償還予定額に、平成

２６年度以降新たに発行することとなる地方債に係る元利償還見込額を加算して

推計しています。

　また、「新町建設計画」に位置づける事業実施財源としての、合併特例債に係

る元利償還見込額を含み、推計しています。

（３）物件費
　物件費については、過去の実績等を参考に、合併による事務経費の削減効果と

して削減目標額を設定して推計しています。

（４）補助費等
　補助費等については、過去の実績等を参考に合併後における組織の整理統合に

係る削減効果目標額を設定して推計しています。

（５）積立金
　積立金については、年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金への

積立金を見込んで推計しています。

（６）繰出金
　繰出金については、国民健康保険・老人保健・介護保険・公共下水道会計等の

特別会計に関し、各会計における収支の状況及び適正な繰出基準等を勘案し、推

計しています。

（７）普通建設事業費
　普通建設事業については、「新町建設計画」に位置づける事業費及び経常的な

普通建設事業費の合計額を見込んで推計しています。
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財政計画

（2）歳　出 （単位：百万円）

（1）歳　入

上段：計画 新計画
下段：実績

（単位：百万円）上段：計画 新計画
下段：実績




